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。

　
安
倍
首
相
が
目
標
と
し
た
２
０
２
０
年
の「
憲
法
９
条

改
正
」は
、改
憲
に
反
対
す
る
３
０
０
０
万
人
署
名
や
改

憲
発
議
反
対
緊
急
署
名
を
軸
に
し
た
職
場
と
地
域
の
運

動
で「
憲
法
９
条
を
変
え
る
必
要
は
な
い
」の
声
を
広
げ
、

市
民
と
野
党
の
共
闘
で
阻
止
し
ま
し
た
。

許
す
な

敵
基
地
攻
撃
能
力
保
有
に
よ
る
大
軍
拡

　
菅
首
相
は「
憲
法
改
正
に
挑
戦
す
る
」と
言
い
、自
民
党

は
憲
法
９
条
に
自
衛
隊
を
明
記
す
る
条
文
案
を
年
内
に

ま
と
め
、来
年
の
通
常
国
会
に
提
出
す
る
と
し
て
い
ま
す
。

敵
基
地
攻
撃
能
力
の
保
有
に
つ
い
て
も
、年
内
に
方
向
性

を
定
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。敵
基
地
攻
撃
は「
専
守
防

衛
」を
逸
脱
し
た
先
制
攻
撃
で
あ
り
、国
際
法
に
も
憲
法

９
条
に
も
違
反
し
ま
す
。敵
基
地
攻
撃
能
力
の
保
有
は
ア

ジ
ア
諸
国
に
脅
威
を
与
え
る
こ
と
に
し
か
な
り
ま
せ
ん
。

コ
ロ
ナ
危
機
の
な
か
、敵
対
関
係
を
あ
お
る
の
で
は
な
く
、

平
和
外
交
こ
そ
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
安
倍
首
相
が「
持
病
」を
理
由
に
突
然
辞
任
。あ

と
を
受
け
た
菅
首
相
は「
安
倍
政
治
の
継
承
」を

掲
げ
、「
憲
法
改
正
に
挑
戦
す
る
」と
表
明
し
ま
し

た
。新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の
収
束
が
見
通
せ
な
い

な
か
、い
の
ち
、暮
ら
し
、雇
用
が
危
機
的
状
況
に

さ
ら
さ
れ
、不
安
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。い
ま
求
め

ら
れ
て
い
る
の
は
、憲
法
を
変
え
る
こ
と
で
は
な

く
、憲
法
を
守
り
、い
か
す
政
治
へ
の
転
換
で
す
。

「
２
０
２
０
年
安
倍
改
憲
」を
阻
止

　
安
倍
政
権
は
、国
民
の
強
い
反
対
を
押
し
切
っ
て
集
団

的
自
衛
権
の
行
使
を
容
認
し
、特
定
秘
密
保
護
法
や
安

全
保
障
関
連
法（
戦
争
法
）、共
謀
罪
の
創
設
を
強
行
成

立
さ
せ
ま
し
た
。沖
縄
県
民
の
意
思
を
無
視
し
て
、完
成

の
見
通
し
が
な
い
ま
ま
米
軍
の
辺
野
古
新
基
地
建
設
も

す
す
め
て
い
ま
す
。こ
の
間
、Ｎ
Ｈ
Ｋ
を
は
じ
め
と
す
る
メ

デ
ィ
ア
を
取
り
こ
ん
で
国
民
の
知
る
権
利
を
侵
害
し
て
き

憲
法
破
壊
を
引
き
継
ぐ
政
治
を
許
す
な

　
菅
首
相
は
、独
立
し
た
機
関
で
あ
る
日
本
学
術
会
議

が
推
薦
し
た
６
人
の
学
者
に
つ
い
て
、法
解
釈
を
変
更
し

て
任
命
拒
否
し
ま
し
た
。６
人
の
学
者
は
特
定
秘
密
保
護

法
や
戦
争
法
、共
謀
罪
、辺
野
古
新
基
地
建
設
に
反
対
の

立
場
で
意
見
表
明
を
し
て
き
ま
し
た
。政
府
の
意
に
沿
わ

な
い
学
者
の
排
除
は
国
家
に
よ
る
不
当
な
介
入
で
あ
り
、

「
学
問
の
自
由
」を
保
障
し
た
憲
法
23
条
違
反
で
す
。

　
コ
ロ
ナ
禍
で
解
雇
が
広
が
り
、生
活
困
窮
者
が
増
え
て

い
る
も
と
で「
自
助
」を
強
調
す
る
菅
首
相
。憲
法
13
条
の

個
人
の
尊
重
、25
条
に
よ
る
す
べ
て
の
国
民
の
生
存
権
保

障
に
反
し
た
首
相
の
発
言
は
、政
治
の
責
任
を
放
棄
す
る

も
の
で
す
。

大
軍
拡
よ
り
も
コ
ロ
ナ
対
策
に
予
算
を

　
２
０
２
１
年
度
の
軍
事
費
の
概
算
要
求
は
過
去
最
高

の
５
兆
４
８
０
０
億
円
。敵
基
地
攻
撃
を
可
能
に
す
る
Ｆ

35
戦
闘
機
や
護
衛
艦
の
空
母
化
、長
距
離
巡
航
ミ
サ
イ

ル
の
配
備
な
ど
が
計
画
さ
れ
て
い
ま
す
。い
ま
求
め
ら
れ

て
い
る
こ
と
は
大
軍
拡
で
は
な
く
、Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
体
制
や

医
療
、介
護
、福
祉
の
拡
充
、消
費
税
の
減
税
、「
20
人
学

級
」の
推
進
や
学
習
権
の
保
障
、雇
用
対
策
の
拡
充
、最

低
賃
金
の
全
国一律
制
度
の
創
設
、公
共
体
制
の
拡
充
な

ど
で
す
。

　
今
こ
そ
、「
軍
事
費
よ
り
も
コ
ロ
ナ
対
策
を
」の
声
を
あ

げ
ま
し
ょ
う
。

非正規、ワーキングプア増やし
大企業、富裕層に富が集中

第２次安倍政権発足前後 直　　近

実質賃金指数
（15年＝100）

104.5
（12年平均）

93.4
（20年1～6月）

給
与
所
得
者

年収
200万円以下

1090万人
（12年）

1098万人
（18年）

年収
1000万円超

172万人
（12年）

249万人
（18年）

非正規労働者比率 35.2％（12年） 37.2％（20年1～6月）

内部留保 273兆1556億円
（12年7～9月期）

470兆8442億円
（20年1～3月期）

日経平均株価 1万0080円12銭
（12年12月25日）

2万2882円65銭
（20年8月28日）

「東京新聞」2020年8月31日

同法への賛否
賛成 反対

2015年9月 安全保障関連法成立

同法への賛否
賛成 反対

（％）2013年12月 特定秘密保護法成立

安倍政権が民意を無視し
強行した法案

賛成 反対

2014年7月 憲法解釈変更で
集団的自衛権行使容認
行使容認に

※直後の共同通信世論調査（「東京新聞」2020年8月30日）

24.9 60.3

34.6 54.4

34.1 53.0

安倍政権以降軍事費が拡大

軍事費5.3兆円の２割を
コロナ対策に回せば

「東京新聞」2020年7月26日、ICAN国際運営委員の川崎哲氏調べ

集中治療室の
ベッド 1.5万床
人工呼吸器 2万台
看護師 7万人
医　師 1万人

戦闘機や武器、
艦船など
2020年度
新規購入

1.1兆円
4.7538

4.6536 

4.9801

5.0545 

■ 概算要求額
■ 予算額

5.0541
5.0911

5.1251
5.1685 5.1911

5.2551 5.2574
5.2986 5.3133

5.3223

2015 2016 2017 2018 2019 2020 （年度）
防衛省HPより全労連調べ
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（兆円）
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　菅首相は、安倍前首相の「改憲」の野望
を引き継ぐと表明しています。あらためて
国際法にも反した「敵基地攻撃」など憲法９
条の破壊を許さない大きな世論をつくるこ
とが求められています。安倍改憲を許さな
かった「3000万人署名」など、私たちの運
動に確信を持ちましょう。「改憲発議に反対
する全国緊急署名」をもとに職場と地域で
の対話を広げ、菅政権による改憲、大軍拡
をストップさせましょう。

　安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合は９月１９日、自民党政権
に代わる野党による政権交代をめざして４つの柱・１５項目にわたる「要望書」を発
表しました。市民連合は、次期総選挙で「いのちと暮らしを軸にした」新しい社会構
想をもとに市民と野党共闘による政治の転換をめざしています。

市民連合から
野党への要望

医療・公衆衛生体制、労働法制、教育政策等
への市場原理導入に反対。利益・効率至上
主義からの脱却、国民の暮らしと安全を守る
新しい政治を。

利益追求・効率至上主義
経済からの転換4

出産・子育て費用の公費負担を抜本的に拡充。
教育予算の拡充。教員や保育士が安心して働
けるための待遇改善。給付型奨学金制度の創
設、学問の自由の理念の下、研究の自立性の尊
重。

子ども・教育予算の
大胆な充実8

農家戸別補償の復活、林業に対する環境税に
よる支援、水産資源の公的管理と保護。地域に
おける雇用を守り、食を中核とした新たな産業
の育成。食料自給率50％への引き上げ。

持続可能な
農林水産業の支援12

安倍政権がすすめた安保法制、特定秘密保護
法、共謀罪などの違憲の疑いの濃い法律の廃
止。憲法９条改悪に反対し、改憲発議そのもの
をさせない。

立憲主義の再構築1

責任ある政府のもとで支えあう社会の実現。
財政と社会保障制度の再配分機能を強化。総
合的な税制の公平化、富裕層と大企業に対す
る負担の強化をはかる。

自己責任社会から
支え合う社会へ5

雇用、賃金、就学における性差別の撤廃と選択
的夫婦別姓の実現。日本社会、経済の閉塞をも
たらしていた政治、経済における男性優位の画
一主義を打破する。

ジェンダー平等、
誰もが尊重される社会9

平和憲法の理念で、医療・公衆衛生、地球環境、
平和構築にかかわる国際的なルールづくりに
貢献。核兵器禁止条約を直ちに批准。防衛予算、
防衛装備のあり方の大胆な転換。

13平和国家として
実効性ある国際秩序を

主権者が議論し決める民主主義を取り戻す。国
会の行政監視機能の強化、選挙制度の見直し、
市民参加の制度拡充、学校教育における自由
な主権者教育の実現。

民主主義の再生2

国の責任による医療・公衆衛生体制の確立。
誰でも平等に検査・診療が受けられる体制
づくり。感染対策での活動規制には、労働者、
企業への補償に最優先の予算措置を講じる。

いのちを最優先する
政策の実現6

保育、教育、医療サービスの拡充による地域社
会の持続可能性の発展。災害対策、感染対策、
避難所整備に国が責任をもつ。人口減少でも
安心して暮らせる地域を。

分散ネットワーク型の
産業構造と多様な
地域社会の創造10

辺野古新基地建設を中止し、環境を回復する。
普天間基地の早期返還、撤去をすすめる。日米
地位協定を改定し、沖縄県民の尊厳と人権を
守る。

沖縄県民の
尊厳の尊重14

合理的な政策決定の確立、政策への信頼を取
り戻す。内閣人事局の改廃を含め、官僚人事の
あり方の再検討。国民の知る権利と報道の自由
を保障する。

透明性のある
公正な政府の確立3

中小企業対策を充実させつつ、「最低賃金１５０
０円」をめざす。世帯単位でなく、個人を前提に
税制、社会保障制度、雇用法制の全面的な見直
しをはかる。

週40時間働けば
人間らしい生活ができる7

温暖化対策の先頭に立ち、脱炭素化を推進す
る。2050年までに再生可能エネルギー100％
を実現する。原発のない分散型経済システムを
つくりあげる。

原発のない社会と
自然エネルギーによる
グリーンリカバリー※11

東アジアにおける協調的安全保障政策の推進
と非核化の実現。東アジア共生の鍵となる日韓
関係の修復。中国との対話、北朝鮮との国交正
常化、拉致問題解決。

東アジアの共生、平和、非核化
東アジアにおける
協調的安全保障15

働く者の要求実現にむけ
職場・地域から声あげよう

改憲発議に反対！
署名にご協力下さい

市民と野党の共闘で
政治をかえよう
市民と野党の共闘で
政治をかえよう

8時間働けば
人間らしい暮らしを

壊憲政治
さような

ら

最賃アッ
プ

暮らし改
善

　全労連は、コロナ禍のもとで、労働者・国民の権利と生活を優
先する経済・社会への転換をめざし、「いのちと暮らしと雇用と地
域を守る３つの行動」にとりくんでいます。菅首相が「自助、共助、公
助」と自己責任を強調するもとで、「軍事費を削ってコロナ対策を」
をはじめ、労働者・国民のいのちと暮らしを守り、憲法をいかす政
治への転換が求められています。市民連合が示した「立憲野党の
政策に対する市民連合の要望書―いのちと人間の尊厳を守る『選
択肢』の提示を」を野党各党の共通政策とするためにも、市民と野
党の共闘を広げることが重要です。一人ひとりができることとして
職場での学習をすすめるとともに、憲法集会や日本平和大会など
に参加して成功させましょう。職場と地域から「憲法守れ」、「暮らし
と雇用、いのちを守る政治を」などの声をあげていきましょう。

●職場で憲法をめぐる情勢や市民連合の15
項目の政策要望の学習をすすめましょう。

●11月3日の憲法集会や11月21日の日本平
和大会（オンライン）などの諸行動を成功さ
せましょう。９の日行動や19日行動など地域
のとりくみに積極的に参加しましょう。

●「改憲発議に反対する全国緊急署名」を職場
と地域で広げましょう。

●大軍拡予算反対、辺野古新基地建設反対、
日米地位協定の抜本改定、核兵器廃絶など、
憲法をいかして平和と民主主義を実現する
とりくみをすすめましょう。

11・21
日本平和大会
オンライン
積極的な参加を
お願いします。

市民連合の要望書
詳しくはこちら

※グリーンリカバリーとはコロナ危機で停滞した社会を、気候変動を抑え、生態系を守りながら立て直そうという考え方。

2




